
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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神崎町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数　 : 人口の減少や、大手企業等の立地が進まないことから、税収構造が脆弱であり、類似団体平均を下回っているが、
　　　　　　　　　  企業誘致やその他の歳入の確保に努めるとともに歳出の効率化、縮小などに取り組み財政の健全化を図る。
経常収支比率:類似団体平均を若干下回っているが、収入の４割程度を占める地方交付税の減額に伴い、経常般一般財源が減
　　　　　　　　　  少している。更に、老健会計等への繰出金、事務組合への補助金等が増加し比率が年々悪化している。このことか
　　　　　　　　　  ら、行財政改革への取組を通じて義務的経費の削減に努める。
起債制限比率:平成16年度以前発行債の償還ピークを向かえていることから、大きく類似団体を上回っている。今後においては、
　　　　　　　　　  起債制限比率を十分注意しながら起債発行しなければならない。
人口一人当たり地方債残高:
 　　　　　　　　  平成10年以降において農村公園整備、CATV整備事業等の大規模な建設事業が続いたため、地方債残高が増
　　　　　　　　　　 加し、類似団体平均を大幅に上回っている。今後は新規事業の抑制とともに新規地方債発行の抑制、縮小に努め
　　　　　　　　　　 る。
ラスパイレス指数
                    : 現在の一般行政職員（81人）の構成は、高齢化の傾向にあり平均年齢（42歳8月）も高く、近年の採用者も平成
　　　　　　　　　　16年度1名、平成17年度1名と少ない状況である。現給料表の枠外者に対しても延伸措置等を講じており、類似
　　　　　　　　　　団体数値より4.7ポイント、全国町村平均値より、3.7ポイント上回っている。このような状況下において、地域の民
　　　　　　　　　　間企業の平均給与状況等を踏まえ、給与の適正化に努め、類似団体平均水準まで低下させることに努める。
人口1000人当たり職員数
　　　　　　　　 　: 現在、定年等退職者が発生してもその補充は行っていない。類似団体平均水準値は10.47人で、当町は12.61人

　　　　　　　　　　 であることから、適正配置を検討し、適切な定員管理に努め、削減していくよう努める。


